
別紙様式５

令和５年度農林水産省人材情報
統合システムとGSSのIF改修の
ための要件定義書作成業務（単
価）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関1-2-1

令和5年12月1日
株式会社Ｗｏｒｋｓ　Ｈｕｍａｎ　Ｉｎ
ｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ
法人番号1010401146357

東京都港
区赤坂１丁
目１２番３２
号

会計法第29
条の3第4項
（特定情報）

（１）WHIは機能開発のた
めの人材システムの基

盤であるCOMPANY
（WHIが開発したパッ

ケージ製品）へのアクセ
ス権限を他社へ認めて

いない。
（２）COMPANYへの不

正アクセス、情報流出な
どセキュリティインシデン
トへの対応は、WHI以外
の他社では調査できる
範囲が限られている。
（３）COMPANYの障害
発生時の調査や措置
は、原因究明のために
社外秘部分についても
確認、点検する必要が
あるが、（１）及び（２）の
ため他社では対応でき

ない。
以上により「行政目的を
達成するために不可欠
な特定の情報について

当該情報を提供すること
が可能な者から提供を

受けるもの」

- 16,076,291 - - - - - - - 単価契約

一元的な輸出証明書発給システ
ムに係る偽造防止紙の購入

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関1-2-1

令和5年12月6日
ソレキア株式会社
法人番号1010801004073

東京都大
田区西蒲
田８丁目１
６番６号

会計法第29
条の3第4項
（特定情報）

証明書に使用する偽造
防止紙は、外務省通知
により統一用紙が示さ

れており、その統一用紙
には偽造防止対策とし

て「用紙の四隅に配され
たコピテクトレリーフ」が
施されている。当該コピ
テクトレリーフの特許は
光村印刷株式会社が有
しており、統一用紙に輸
出証明書独自のコピテ
クトレリーフを付して作
成できるのは、光村印

刷と業務提携しているソ
レキア株式会社のみで

あるため。

- 1,977,085 - - - - - - - -

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

提案者の
数

特別な競争
参加資格
（※提案者の
数が１の場
合の記載事
項）

備　　考

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

予定価格 契約金額

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

競争性のない随意契
約によらざるを得ない
理由

名称 所在地 商号又は名称 住所

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

落札率



提案者の
数

特別な競争
参加資格
（※提案者の
数が１の場
合の記載事
項）

備　　考

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

予定価格 契約金額

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

競争性のない随意契
約によらざるを得ない
理由

名称 所在地 商号又は名称 住所

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

落札率

令和５年度グローバル産地づくり
推進事業（GFPコミュニティ形成
委託事業うち伴走支援等）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月6日
アクセンチュア株式会社
法人番号7010401001556

東京都港
区赤坂１丁
目８番１号

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 68,856,000 68,856,000 100.0% - - - 3 0 - -

令和５年度戦略的監視・診断体
制整備推進委託事業（口蹄疫抗
原検出キットの確保及び配布）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月8日
日本ハム株式会社　中央研究
所
法人番号6120001077615

茨城県つく
ば市緑ケ原
三丁目３番
地

会計法第29
条の3第4項
（特定情報）

「公共調達の適正化に
ついて」（平成18年８月
25日付け財計第2017
号）の１の（２）の「①又
は②の例示に該当しな
いものであってその他こ
れに準ずるものと認めら
れるものについては、同
様に取扱うものとする。」
に基づき、記１（２）①の
ニの「（ヘ）行政目的を達
成するために不可欠な
特定の情報について当
該情報を提供することが
可能な者から提供を受
けるもの」に準ずるもの
として、会計法第29条の
３第４項の規定に基づ
き、「日本ハム株式会

社」と随意契約を締結す
ることとしたい。

42,000,000 42,000,000 100.0% - - - - - - -

ソフトウェア＠RISKの購入

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関1-2-1

令和5年12月11日
テガラ株式会社
法人番号3080401003319

静岡県浜
松市北区
東三方町２
１１番地の
１７

会計法第29
条の3第4項
（特定情報）

当該ソフトウェアを国
内で受注できる業者
がテガラ株式会社の

みのため

- 1,732,500 - - - - - - - -

令和５年度食産業の戦略的海外
展開支援委託事業（主要な輸出
先国における輸出重点品目にか
かる物流・商流の実態把握・コス
ト分析調査）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月11日
Nomura Research Institute
Singapore Pte. Ltd.

9 Raffles
Place,
#21-03
Republic
Plaza,
Singapore
048619

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 14,996,000 14,996,000 100.0% - - - 3 0 - -

令和５年度戦略的国際共同研究
推進委託事業のうち二国間国際
共同研究事業（タイとの共同研究
分野）（越境性害虫ツマジロクサ
ヨトウのスマートで持続的な防除
体系の構築）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月14日

ツマジロクサヨトウIPMコンソー
シアム
代表機関
国立研究開発法人国際農林
水産業研究センター
法人番号7050005005215

茨城県つく
ば市大わし
１番地１

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 9,967,000 9,967,000 100.0% - - - 3 0 - -



提案者の
数

特別な競争
参加資格
（※提案者の
数が１の場
合の記載事
項）

備　　考

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

予定価格 契約金額

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

競争性のない随意契
約によらざるを得ない
理由

名称 所在地 商号又は名称 住所

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

落札率

口蹄疫３価不活化濃縮抗原製剤
化業務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関1-2-1

令和5年12月15日

ベーリンガーインゲルハイムア
ニマルヘルスジャパン株式会
社
法人番号8011101062359

東京都品
川区大崎２
丁目１番１
号

会計法第29
条の3第4項
（特定情報）

抗原の所有権はベー
リンガー社にあり、他
社に対し、製剤化に
必要な情報の提供を
一切認めていないこと

- 44,535,190 - - - - - - - -

令和５年度日本食・食文化の魅
力発信等を通じた水産物等の海
外需要開拓委託事業（セミナー
等の実施による海外料理人・食
関連事業者等への魅力発信）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月18日
株式会社ＪＴＢ
法人番号8010701012863

東京都品
川区東品
川2-3-11

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 49,999,620 49,999,620 100.0% - - - 3 0 - -

令和５年度Tableau研修業務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関1-2-1

令和5年12月19日
伊藤忠テクノソリューションズ
株式会社
法人番号2010001010788

東京都港
区虎ノ門４
丁目１番１
号

予決令第99
条の2（不落・
不調随意契
約）

- - 9,075,000 - - - - 1 0

Tableau
Desktopに関
する受講者
20名以上の
研修を過去3
年以内に複
数回実施し
た実績を有
すること。 他

-

令和５年度グローバル産地づくり
推進事業（ＧＦＰコミュニティ形成
委託事業のうち輸出人材育成・
確保に係る業務）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月20日
GFPコミュニティ形成コンソーシ
アム

京都府京
都市下京
区東塩小
路町６０７
番地辰巳ビ
ル１階

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 9,999,999 9,999,999 100.0% - - - 2 0 - -

令和５年度食産業の戦略的海外
展開支援委託事業（国内産長粒
米等の生産技術のマニュアル化
及び輸出可能性の検討・調査）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月20日
アイ・シー・ネット株式会社
法人番号6030001000271

埼玉県さい
たま市中央
区新都心１
１番地２

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 14,804,460 14,804,460 100.0% - - - 1 0 - -

令和５年度エビデンスを創出す
るための調査委託事業のうち木
材利用促進の政策
効果に関する効果分析

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月21日
株式会社野村総合研究所
法人番号4010001054032

東京都千
代田区大
手町1-9-2

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 12,093,378 12,093,378 100.0% - - - 2 0 - -



提案者の
数

特別な競争
参加資格
（※提案者の
数が１の場
合の記載事
項）

備　　考

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

公益法
人の区

分

国認定、
都道府
県認定
の区分

予定価格 契約金額

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

競争性のない随意契
約によらざるを得ない
理由

名称 所在地 商号又は名称 住所

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

落札率

令和５年度水田の畑地化に対応
した新たな水田管理に係る調査
委託事業

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月22日
SBテクノロジー株式会社
法人番号7011101033773

 東京都新
宿区新宿６
丁目２７番
３０号

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 9,999,000 9,999,000 100.0% - - - 2 0 - -

令和５年度日本食・食文化の魅
力発信等を通じた水産物等の海
外需要開拓委託事業（FOODEX
JAPAN 2024における日本食・食
文化の魅力発信）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　牛田
正克

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和5年12月25日

共同事業体CCC メディアハウ
ス、パソナ農援隊コンソーシア
ム代表 株式会社CCCメディア
ハウス
法人番号5011001102168

東京都品
川区上大
崎３丁目１
番１号

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 49,992,418 49,992,418 100.0% - - - 3 0 - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。


